






















































































































































































　 　 　  — 介護職員によるインタビュー調査
をもとに —
本章では，介護人材が定着している施設に勤務
する介護職員の職場定着意向を把握するためにイ
ンタビュー調査②を行った．インタビュー調査②
では，第３章の調査施設と同じ施設で勤務する介
護職員16名を対象に行った． 
介護職員による職場定着の意向要因は，「共通目
的を達成するために人材育成支援と安心できる環
境，さらに信頼できる上司によるサポートを基盤
に，職員同士が協力し合って主体性が発揮できる
環境を構築する」ことであった． 
介護職員が現場定着意向に対して介護職員が最
も重要視している共通カテゴリーは，【積極的な人
材育成支援による目標達成できる環境】【安定化と
柔軟な労働環境】【支え合える同僚による安心感】
【意見尊重による経営参画】の４つのカテゴリ （ー要
因）が４か所以上の施設の介護職員により明らか
になり，介護人材を定着させるためには最も影響
力が大きいことが示唆された．
第５章　 介護人材を定着促進するための組織
マネジメントの要因 
　　　　 — 経営管理者による質問紙調査をも
とに —
本章では，前章のインタビュー調査の結果から
明らかになった介護人材の定着要因を検証するた
めに全国の特養の中で400か所の施設を無作為抽
出法を用いて選定し，質問紙調査を行った（調
査期間は2017年11月～ 12月までであり，回収は
質問紙数400件に対し回収件数は115件であった
（28.8％））．（本調査を質問紙調査①とする．）
質問紙調査①では，施設経営管理職を対象に①
経営仕組みづくりに関する調査項目，②人材マネ
ジメントに関する調査項目，③管理職や介護職員
の管理体制に関する調査項目，④組織マネジメン
トの実態，⑤自ら考える介護人材の定着要因の記
述，⑥基本属性の項目となり，⑦最後の項目では
正規職員と非正規職員の離職率について尋ねた．
分析には観測係数をもとに因子の抽出と，各因
子間の相関関係，さらに各因子間の因果関係を特
定するため，最も高い精度である回帰分析を行っ
た．その結果，離職率との関係性も検討し，その
分析結果をもとにパス図で描写することができた． 
これまで示した分析結果を踏まえ，介護人材を
定着促進させるための「共通目的の達成に向けて
成長を促す人材マネジメント」「情緒的なサポート
により協同意思を持たせるマネジメント」「協働し
合い貢献意欲を引き出すマネジメント」という３
つの潜在概念が介護職員を定着させる要因の手掛
かりとして職場定着モデルを構築することができ
た．
実践モデルでは，「自主性を持たせる人材育成」
→「共通目的の共有」→「キャリアパスの推進」
→「目標と成果の可視化」のプロセスが職員の『共
通目的の達成に向けて成長を促す人材マネジメン
ト』と，「不安や悩みの除去」→「大事に育てる姿勢」
のプロセスが職員にとって『情緒的なサポートに
より協同意思を持たせるマネジメント』，さらに「支
え合える関係構築」→「満足の実現による意欲喚起」
→「理念浸透のための権限分散」→「意思決定に
よる経営参画」のプロセスが職員の『協働し合い
貢献意欲を引き出すマネジメント』となり，これ
らの要因が非正規職員の定着に効果を促すことと
なり，この職場定着モデルを行うことによって正
規職員の定着までつながることが示唆された．
第６章　 介護職員が考える職場定着意向の要因 
— 介護職員による質問紙調査をもと
に —
本章では，介護職員がいかなる職場定着意向を
持っているのかを尋ね，職場定着意向に関する意
識調査を行った．（本調査を質問紙調査②とする．）
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質問紙調査②では，質問紙調査①と同様の調査
手法を用いて，質問紙調査①の施設に勤務する介
護職員を対象に，経営者が行っているマネジメン
トに関連して介護職員はいかなる職場定着意向を
持っているのかを聞いた．　
分析では質問紙調査①の分析結果をもとに介護
職員からの回答結果と比較して，経営管理者によ
る組織マネジメントに対する共通要因と相違要因
を明らかにした．
その結果，「共通目的の達成に向けて成長を促
す人材マネジメント」に対しては，まず身体的な
負担が軽減できるように充分な人員を配置するう
えで，職員のレベルに合わせて自主的かつ議論で
きる教育や研修を行い，自主性を持たせる人材マ
ネジメントを行うことが重要であり，「情緒的なサ
ポートにより協同意思を持たせるマネジメント」
については，不安や悩みを聞く姿勢と，経営者に
も悩みが話せるなど，すなわち何でも話しやすい
環境を構築するのが最も重要であることが示唆さ
れた．また，「協働し合い貢献意欲を引く出すマネ
ジメント」については，施設の理念達成に向けて，
それに伴う教育実施と，目標管理を通して成果が
可視化できる環境を構築することによって，介護
職員は目標達成への満足感が感じられる，満足の
実現による意欲喚起が生まれるマネジメントを行
うのが最も重要であることが示唆された．
終章　 総合考察・本論の結論・研究の限界
終章では，第１章から第６章までで得られた主
要な知見をまとめており，本論文の総合考察とし
た．さらに，本論の結論と研究の限界をもとに課
題を示した．
第一に，第１章と第２章で行われた，介護人材
の離職を防ぎ，定着を促進させるために職場定着
の阻害要因と定着促進要因を検討したうえで，介
護人材を定着促進させるために組織（施設）は，
いかなる組織マネジメントが有効であるのか，組
織マネジメントのあり方について明らかにした．
第二に，第３章と第４章で行われた，経営管理
者と介護職員によるインタビュー調査の結果を比
較分析し，両者の共通要因と相違要因を明らかに
した．
第三に，第５章と第６章で行われた，経営管理
者と介護職員による質問紙調査の結果を総合的に
まとめたうえで，介護人材を定着促進するにあたっ
てこれまでの調査結果の中で最も重要視している
要因を順に実践応用できる組織マネジメントの構
造とプロセスを明らかにした．さらに，本論の結
論と，研究の限界をもとに課題を示した．
本研究は，これまで行ってきた経営者と介護職
員による調査結果を踏まえて，介護人材の定着促
進に向けて介護職の人材定着要因の中で最も影響
力の高い中核的な要因を明確にしたうえで，介護
老人福祉施設において実践応用できる有効な組織
マネジメントの構造とプロセスを提示することで
あり，その結果を終章に提示することができた．
介護人材を定着促進させるためには「①不安や
悩みを除去」させるための［情緒的なサポートに
よる協同意思を持たせるマネジメント］を最優先
に行わなければならない．そのうえで，組織目標
をもとに介護職員が「②自主性を持たせる人材育
成」ができる環境を整える．また，組織の「③共
通目的の共有」を行うことによって［共通目的の
達成に向けて成長を促す人材マネジメント］を行
うことができる．そうすることによって職員同士
は自然に「④支え合える環境構築」ができ，「⑤満
足の実現による意欲喚起」となり，［協働し合い貢
献意欲を引き出すマネジメント］を行うことがで
きる．介護人材を定着促進させるためには，まず
上述の５つの中核的な要因が実行できる組織環境
の構築が最も重要となる．
さらに，上述の５つの中核的な要因を整えたう
えで，組織の共通目的の達成に向けて介護職員の
「⑥キャリアパスの推進」と組織や個人の「⑦目標
と成果が可視化」できる環境を構築して介護職員
の成長を促す人材マネジメントを目指す．その際
経営管理者は，介護職員に対して「⑧大事に育て
る姿勢」を常に持つのが重要となる．また，組織
規模の巨大化によって経営管理者単独の意思決定
は限界が生じるため，「⑨理念浸透のために権限分
散」を行い，全職員が「⑩意思決定による経営参画」
できる環境を整える必要がある．
以上のような組織マネジメントの構造とプロセ
スを通して，介護職員は共通目的の達成に向けて
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自己成長ができるとともに，その中で経営管理者
の情緒的なサポートによる安心感から，組織に協
同する意思と，職員同士と協働し合い貢献したい
という意欲が喚起され，自主的かつ自発的な活動
ができる．その結果，地域や社会に貢献するとい
う組織の共通目的の達成を揚げることにつながり，
介護人材は目標の達成感や業務に対する満足感が
生まれ，職場定着につながることが示唆された．
今後の課題として，以下の４点が挙げられる．
第一に，本論は社会福祉学を中心に経営学の文献
を踏まえて検討してきたが，今後はさらに他分野
に関連する文献を検討する必要がある．第二に，
介護人材を定着促進させて施設利用者に質の高い
サービスを提供することが本論文の主目的である
ため，施設の利用者，またその家族に対する調査
の必要性が認められる．第三に，インタビュー調
査は介護職員の平均離職率が低い特養を限定した
が，特養以外の他事業所における更なる調査の必
要性が考えられる．最後に，インタビュー調査か
ら得られた介護人材の定着要因を検証するために，
全国の特養を対象に無作為抽出法を用いて質問紙
調査を行ったが，質問紙調査の初回の回収率は１
割程度であった．そのため質問紙調査の回収率を
上げるための工夫と対策などが求められる．
